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資料６

目指すべきマクロ経済の構造と
求められる政府の役割
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１．世界標準的なPB黒字化とは
～需給要因を除いた構造的PB黒字化を目指すべき～
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（出所）IMF

世界標準は構造的プライマリーバランス
不況期には⾚字許容も好況期でも構造⾚字減らす

プライマリーバランス
構造的プライマリーバランス
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（出所）IMF

主要先進国のGDPギャップ
〜⽇本だけ需要不⾜〜

ユーロ圏 ⽶国

⽇本 英国
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２．構造的に税収上振れの可能性
～23年度は30年ぶり賃上げで更なる上振れも～

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

20
02

20
04

20
06

20
08

20
10

20
12

20
14

20
16

20
18

20
20

20
22

20
24

20
26

20
28

20
30

20
32

兆
円

（出所）内閣府「中⻑期の経済財政試算」を基に作成

22年度の税収⼤幅上振れの可能性
〜消費税上振れで安定的に上振れか〜

22年度上振れ考慮

税収⾒通し（ベースライン）

72兆円

68兆円
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（出所）財務省

⼀般会計税収（4〜翌2⽉集計）
〜インフレ・円安・雇⽤所得改善で⼤幅増〜

所得税 法⼈税

消費税 その他
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３．景気に配慮した財政健全化が重要
～動き始めた好循環の芽を摘まないために～
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（出所）総務省、厚⽣労働省、JCER

消費者物価インフレ率と春闘賃上げ率
〜重要なのは来年の春闘〜

春闘賃上げ率
消費者物価（⽣鮮⾷品除く）
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（出所）内閣府

消費増税前後の負担増と実質家計消費
〜負担増は規模とタイミングが重要〜

消費増税
実質家計消費
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